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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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予算要求からの主な変更点 ・国における対象者の取扱の変更等により、私立高等学校等奨学のための給付金等の経費を減額

私立高校全日制定員充足率

私立高校進路希望達成率

授業料滞納率

私立幼稚園子育て支援事業
実施率

私立専門学校就職率

93.1%

0.23%

99.0%

5,716,225 5,974,097 5,899,053

　国庫支出金 2,815,059 2,747,184 3,407,557

 決　　算　　額（B） 8,407,905
④

8,738,203 9,396,644 9,293,739合計 6.00
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事業番号 04 08 02 事業改善シート （29年度実施事業分）

事　業　名 私立学校振興費
部局

□当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

プロジェクト

県民文化部 課・室 私学・高等教育課

実施期間 S25 E-mail shigaku-koto@pref.nagano.lg.jp

しあわせ信州創造プラン（総合５か年計画）

8　教育再生プロジェクト

現状
(予算編成時)

〇生徒（児童・園児）1人当たりの納付金は大幅な増加の抑制を図ることができ、保護者負担の軽減につながっており、
厳しい経済情勢の中にあって、高等学校の定員充足率及び進学希望達成率は90%以上を維持している。
〇授業料の滞納状況について、就学支援金及び授業料等軽減事業の充実により滞納率は低い水準を維持している。
〇私立幼稚園等における子育て支援事業等の取組により、就園率は上昇傾向にある。

29年度予算額 9,293,739 千円

職員数 6.00 人

施策の
総合的展開

7-1 子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす学校教育の充実

   5 すべての子どもの学びを保障する支援

目指す姿

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 27年度 28年度 29要求 29予算案 指標及びその達成状況

予
算
額

合計（A) 8,420,816 8,466,882 9,396,644 9,293,739

補正予算 △ 111,768 △ 271,321
①

Aの
財源

　一般財源 5,572,276

当初予算 8,532,584 8,738,203 9,396,644 9,293,739

前年度繰越 0 0
No

達成状況成果

29年度

目標値

28年度末
（見込）

成果指標 27年度末

　その他 33,481 3,473 14,990 476

3,394,210
③

　県　債 0

96.5%以上

93.6%以上

0.23%以下

96.5%

93.6%

0.23%

0 0 0
②

95.0%

49,656 49,656 49,656

8,516,538 9,446,300 9,343,395
⑤

97.0％以上

95.3％以上

97.0%

95.3%95.4%

8-1
(一部関連)

No
プロジェクト

No （当初）

職員数

（人）

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 　対　　応

415,225 654,501

5,929,338 6,036,009 6,024,903

653,601

28年度 29年度

〇私立学校における教育条件の維持向上を図る。
〇私立学校における保護者等の学費負担を軽減しつつ、私立学校の経営健全化を図る。
〇学費負担が困難な生徒の教育を受ける機会の拡大を図る。
〇私立学校教職員の待遇改善を図り、優秀な教職員を確保する。

（主な実施内容：私立学校教育振興費補助金など）

 概算事業費（B（A）+C） 8,457,561

（要求） （予算案）

概　算
人　件

費

 職員数（人） 6.00 6.00 6.00 6.00

成果指標
設定理由

①②③④⑤ 　事業実施により、目指す姿の達成度を定量的に計る指標とした。

 概算人件費 （Ｃ） 49,656

310,689

17,903 39,910 25,396

312,046 310,689

2,063,691 2,355,535 2,279,150

細事業名

私立学校教育振興費補助金

認定こども園等への支援

私立高等学校等の保護者負
担軽減のための支援事業

私学団体等への支援

事務費等

29年度　実施内容（予定）

学校法人が設置する私立学校の経常経費に対して補助する。

認定こども園整備等の支援のほか、市町村が認定こども園等へ交
付する経費に対して負担・補助する。

保護者負担の軽減を図るため、授業料等の補助・支援金を給付す
るほか、授業料以外の教育費に対する給付金の支給等を行う。

私学教育協会が行う退職資金給付事業に要する経費等に対して
補助する。

私立高等学校等就学支援事業事務費、行政嘱託員に係る経費、
基金返還金、経常経費等

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善
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